
（出所）国家地図局，Phaen thii kaan pok kho'o'ng So'o'Po'o'Po'o'Laaw， 2008にもとづき筆者作成。
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転換期を迎えた経済開発

やま だ のり ひこ

山 田 紀 彦

概 況

２００８年は国内政治に大きな動きはなかった。国会では法整備が進み，若干の人

事異動が行われたにすぎない。経済では，２００７／０８年度 GDP成長率は７．９％に達

し，外国投資も天然資源やエネルギー分野を中心に順調に推移した。とくに，ベ

トナムからの大型投資案件が目立った。一方，鉱物資源やゴム価格の下落により，

政府は天然資源に依存することの危険性を認識し始めた。また，経済成長が国民

の収入向上に結びついていないこともあり，開発戦略の見直しが議論された。た

だ，製造業の育成が遅れており，当面は天然資源に依存せざるをえないというジ

レンマを抱えている。外交では，例年どおりベトナムや中国との関係を強化した。

また，インドとの関係を深めつつあり，今後の展開が注目される。

国 内 政 治

第６期第５回～６回国会──政府政策に関する活発な議論を展開

７月７日から２６日まで，第６期第５回国会が開催され，政府政策について活発

な議論が行われた。注目は，開発戦略と予算不正使用問題に関する質疑である。

国会では，経済は順調に成長し，１人当たり GDPは８００ドルを超えたが，鉱物等

を中心とした天然資源開発は，国民の収入向上に直接結びついていないと指摘さ

れた。また，高所得者と低所得者の格差が拡大していることも問題視され，政府

に対し開発戦略の見直しを求める意見が出された。２００８／０９年度政府予算案につ

いては，国会が文化・社会面や貧困削減プロジェクトへの支出を増やすよう求め

たため，当初の歳入８兆２５６０億キー
プ ，歳出９兆９５１０億キー

プ から，歳入８兆３４００億キー
プ ，

歳出１０兆２６０億キー
プ に修正された。予算不正使用問題については，ブアシー国家会

計監査機構長が，無許可の公共投資が実施され，不正使用が数十億キー
プ に上ること
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を明らかにした。また，国家検査委員会からは，汚職防止のための特別委員会の

設置が提案された。その際，国家検査委員会は，検査員が幹部職員への検査を躊

躇しているため，特別委員会の長には「権力者」を就けるべきと提案した。つま

り，政治局レベルの指導者を委員長にすべきということである。これは，２００５年

に施行された反汚職法が機能しておらず，汚職問題が一向に解決していないこと

を示唆している。

第５回国会で可決された法案は，メディア法案，手工業法案，畜産・獣医法案

の３新法と，裁判所判決執行法改正案，家族法改正案の２改正案である。メディ

ア法は，マスメディアへの外国投資は認めないものの，いわゆる「西側」報道機

関の支局設置を初めて認めた。これまでは，社会主義国の報道機関しか支局の設

置を認められていなかった。家族法の改正は，近年の離婚率や国際結婚の増加等，

社会の変化に対応した措置である。

１１月２４日から１２月９日まで開催された第６期第６回国会では，民族の呼称と数

に関する提案が可決された。国会発表によれば，ラオス国民は４つの語族（ラー

オ・タイ，モーン・クメール，モン・ミエン，シナ・チベット）によって分類さ

れ，４９民族によって構成されることとなった。これまで，６８民族や４７民族等さま

ざまな議論があったが，ようやく公定民族数が確定したことになる。ただ，民族

数や民族呼称に関する問題が完全に解決したわけではなく，すでに実際の民族呼

称と異なっているとの指摘もある。また，これまで使用されてきた居住地による

民族の３大分類（低地に住む民族をラオ・ルム，山腹に住む民族をラオ・トゥン，

高地や山頂に住む民族をラオ・スンと呼ぶ）を廃止するとしたが，この分類はす

でに国民に定着しており，新しい呼称が浸透するかも疑問である。多民族国家ラ

オスでは，民族問題は宗教問題と並び，政府が最も神経を使う問題である。政府

は，今後もこの問題について研究を続けるとしている。

第６回国会で可決された法案は，出版法案，植物保護法案の２新法，電力法改

正案，鉱物資源法改正案，契約上・契約外の義務に関する法改正案，遺産相続法

改正案の４改正案である。公共投資法案は，内容が不十分とし差し戻された。

また，８月に発生した洪水被害対策のため，政府は２００８／０９年度歳出計画の修

正案を提出し，承認された。２００７／０８年度歳入計画の超過分６２２４億９７００万キー
プ を，

２００８／０９年度歳出計画に追加し，歳出額を１０兆６４８５億６０００万キー
プ に修正した。中央

政府の洪水被害対策として，６９１のプロジェクトに２１７６億キー
プ を充てているが，な

かには，中央省庁建物修繕費等，洪水被害とは無関係のプロジェクトも含まれて
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いる。これに対して，国民から批判の声が寄せられた。国会は２００４年から，会期

中に国民が直接意見を伝えられるよう電話回線を設置している。２００８年に開催さ

れた２回の国会では，４００件以上の電話があった。そのほとんどは，社会的公正

や経済問題，また，外資による土地問題等，経済開発に関連する内容であった。

国民の声は，経済発展の裏で多くの問題が生じていることを端的に示している。

近年の国会では，議員が政府政策を厳しく批判し，提案の修正や法案の差し戻

しも頻繁に行われるようになった。また，電話を利用し，国民も国会に対し直接

意見を寄せている。国会は国民の代表機関，かつ，立法機関としての役割を果た

すようになっている。ただ，国会が唯一の議会であるため，地方の小さな問題ま

でも国会に持ち込まれることがある。そこで，県民の直接選挙によって選出され

る県議会設立案が浮上し，２０１０年以降の設立を目指し関係各機関で議論が開始さ

れた。県議会が設立された場合，県知事や県党執行委員会との関係を整理し，新

たな地方行政制度を構築する必要がある。そうなれば，中央の党と国家の関係に

影響を与えることは必至であり，今後の展開が注目される。

ヌーハック元国家主席死去

９月９日，ヌーハック元国家主席が死去した。享年９８歳であった。ヌーハックは，

故カイソーン党書記長とともに，党の創設に携わった革命第一世代に属する指導

者である。建国後は主に経済を担当し，カイソーンの死後は国家主席に就任した。

もともと保守派とみられ，市場経済化が党内議論に上った際には，改革を推進する

カイソーンと対立したとの指摘もある。しかし，晩年は，貧困問題解決には市場経

済化が必要との立場をとり，地方視察も積極的に行った。近年は，高齢のため政治

から引退していたが，一定の影響力を保持していた。ヌーハックの死により，革命

闘争をその始まりから体現した指導者が，またひとりいなくなったことになる。

人事異動

７月にボーサイカム・エネルギー・鉱業大臣が死去したのにともなって，人事

異動が行われた。１１月６日にソムバット首都ヴィエンチャン党執行委員会書記が

都知事を兼任し，２９日にシンラウォン元都知事が計画・投資大臣に就任した。ソ

ムバット新知事は地方県知事の経験が長く，知事としての手腕は高い。一方，シ

ンラウォン大臣の経済知識は未知数である。ただ，厳格な性格で知られており，

国会でも取り上げられた公共投資問題解決への期待は高い。この異動にともなっ
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て，１２月，スリウォン元計画・投資大臣がエネルギー・鉱業大臣に就任した。ス

リウォンはもともと工業・商業大臣を長く経験しており，エネルギー・鉱業分野

の知識がある。加熱する水力発電所建設や鉱物資源開発に対し，一定の歯止めを

かけられるかどうか注目である。

経 済

２００７／０８年度の実績

２００７／０８年度の GDP成長率は，計画の８％に届かなかったものの７．９％となり，

産業別成長率は農業３．１％，工業１３．７％，サービス業９．９％であった。GDPに占

める割合は，それぞれ２９．５％，２７．５％，３８．３％となっている。１人当たり GDP

は７５０万キー
プ （約８３５ドル）で目標を１０３ドル上回った。財政赤字は１兆７０８４億３０００万キー

プ ，

無償・有償合わせて４億１３００万ド
ルの支援を得た。経済は順調に推移しているが，

石油価格や食糧価格の上昇はラオス経済にも影響を及ぼし，５月のインフレ率は

１０．３２％となった。政府の許可なく値上げを行うバス会社も現れ，市民生活にも

影響が及んだ。政府は，２００９年初頭には，最低労働賃金を２９万キー
プ ／月から５０万キー

プ ／

月に引き上げることを検討している。収入向上と格差の問題は国会でも取り上げ

られており，政府は早急な対応を求められている。

外国直接投資状況

２００８年１月から９月までの外国直接投資の総額は６億５９００万ド
ルであり，最大の

投資国はベトナムで約１億８０００万ド
ルであった。次いでタイ，中国，韓国の順とな

っている。近年の投資慣行として，企業による援助や指導層への直訴が顕著にな

っている。たとえば，４月，中国雲南省企業ピュア・シティー・フォレストリ

ー・インダストリー・アソシエーション（Pure City Forestry Industry

Association）代表がチャンパーサック県を訪問し，県副知事に対し家具加工工場

建設や松樹液蒸留工場建設，ゴム栽培とゴム加工工場建設への関心を伝えた。５

月には，ベトナム・ザーライ省代表団が同県知事を訪問し，省内企業がゴム栽培

投資に関心があるとし，便宜供与を打診した。７月には，ゴルフ場建設を行って

いる韓国企業ブーヨン社（Booyong Company）が，小学校建設費用約２８０万ド
ルをラ

オス政府に提供し，１２月，政府は同社に対しヴィエンチャン新国際空港建設に関

する予備調査許可を公布した。８月には，G&Bグループを中心とする韓国企業
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代表団が，鉱物資源投資を目的にボケオ県を訪問し，コンピュータ等を県に提供

した。このような投資慣行が汚職につながることはいうまでもない。

天然資源への依存

投資環境の整備が進み，また，政府の積極的な推進策もあり，近年，多くの外国企

業がラオスの天然資源開発に参入している。２００８年は鉱物資源価格やゴム価格が

下落し，政府も天然資源に依存することへの危機感を持ち始めたが，製造業の育成

が遅れており，当面は天然資源に依存せざるをえないというジレンマを抱えてい

る。そのため，政府は２００８年も多くの事業を認可した。とくに，水力発電所建設に

関しては，２００８年だけで約２０の事業について建設や調査認可権を公布した。その

一方で，１２月，世界同時不況の影響から，サイニャブリー県のホンサー火力発電

所，ヴィエンチャン県のナムグム３，ナムギエップ１，カムアン県のナムトゥン

１など，いくつかの発電所建設事業が一時中止に追い込まれたとの報道があった。

Pasason Socio−Economic 紙（２００８年１２月３日）によると，政府は２００８年９月まで

に，１９３の鉱物資源プロジェクト（調査を含む）について認可を与えた。うち，７３

の外国企業が１０７事業を実施している。国別では，中国企業３９，ベトナム企業１６，

タイ企業６，オーストラリア企業４となっており，残りはロシアや韓国企業等であ

る。注目が集まるのは，ボーキサイト採掘とアルミニウム精錬事業である。９月，

SLACO社（Sino Lao Aluminium Corporation Ltd）は，チャンパーサック県でボー

キサイト採掘を行い，アッタプー県にアルミニウム精錬工場を建設することでラ

オス政府と合意した。同社は，中国企業２社，タイ企業とラオス企業計４社の合

弁であり，投資額は４０億ド
ルに上る。

農業では，ゴムへの投資が続いている。２００８年も中国企業やベトナム企業によ

る投資が相次いだ。一方で，価格の下落から，ゴムへの投資を見直す動きも出始

めた。１１月，ラオスにとって最大の市場である中国で，ゴムの価格が２月の８７万

１００キープ ／kgから３７万２９００キープ ／kgに下落したことから，ルアンナムター県がゴム

栽培への投資を暫定的に中止したとの報道があった。在ラオス中国人ビジネス協

会も，ゴムから果樹や米栽培への移行を考えているという。

上述のように，国会では，天然資源に依存した開発が，国民の収入向上に結びつ

いていないと問題視された。２月の閣議に出席したチュームマリー国家主席・党

書記長も，GDP成長率だけでなく，国民の収入が向上するような経済発展を目指

すべきと発言している。「２０２０年の最貧困国脱却」という目標達成のため，マク
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ロ経済指標至上主義で進められてきた経済開発を見直す時期に差し掛かっている。

新都市開発事業

１０月，韓国とラオスの合弁企業が，ルアンパバーン県に新都市を建設すること

を明らかにした。面積は３０００ヘクタール，総投資額は２０億ド
ルに上る。これは，ホ

テル，ゴルフ場，金融・証券市場等から成る近代都市構想であり，２００７年に明ら

かになったヴィエンチャン新都市開発に続く，決して必要性が高いとはいえない

開発事業である。２月，そのヴィエンチャン新都市開発事業について，政府が記

者会見を開いた。これは，ヴィエンチャン都民の間で，同事業が５万人の中国人

受け入れのための「チャイナタウン」ではないかと噂が広まったためである。政

府は噂を公式に否定したが，事業そのもの，とくに建設予定地に対する都民の反

発は強い。政府は，建設予定地であるタートルアン湿地帯への開発を当初の１６００

ヘクタールから縮小し，縮小部分は代替地に建設すると修正した。

対 外 関 係

経済的深まりをみせる対ベトナム関係

ベトナムとは，例年どおり指導層から大衆レベルまで頻繁な交流が行われた。

１月，第３０回ラオス・ベトナム協力委員会出席のため，グエン・シン・フン・ベ

トナム常任副首相が来訪した。会議では，２００８年の協力について合意し，両国間

の貿易総額を２０１０年に１０億ド
ル，２０１５年に２０億ド

ル，２０２０年に５０億ド
ルとする目標を設

定した。１１月，第５回カンボジア・ラオス・ベトナム（CLV）３カ国首脳会議出席

のため，グエン・タン・ズン・ベトナム首相が来訪した。ラオスからは，２月に

ドゥアンチャイ副首相・国防大臣，９月にブントーン書記局・党組織委員会委員

長等がベトナムを訪問した。両者の表敬訪問を受けたノン・ドゥック・マイン・

ベトナム共産党書記長は，ラオスとの特別な関係と友好関係の促進を確約した。

２００８年は，ベトナム企業による投資が目立った。ベトナム企業は，２００８年最初

の１１カ月間で約４億５０００万ド
ルの投資を行った。４月，ベトナム機械設備総公司

（LILAMA）が，サワンナケート県の水力発電所建設に関する予備調査を行うこと

で同県と合意した。６月，ホアン・アイン・ザーライ社（Hoang Anh Gia Lai :

HAGL）が，第２５回東南アジア競技会の選手村建設でラオス政府と合意した。支

援額は１９００万ド
ル（無償４００万ド

ル，無利子融資１５００万ド
ル）である。１２月，ラオス政府

２００８年のラオス
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は同企業に対し鉱物資源探査権とアッタプー県でのゴム栽培用地１万ヘクタール

の使用権を与えた。投資額は４０００万ド
ルである。９月，ベトナム化学総公司（ビナ

ケム）の全額出資子会社であるベトラオ化学・岩塩社が，資本金３０００万ド
ルで設立

された。１２月には，ベトナム企業リンリン JFC電気工事社（Linh Linh JFC

Electrical Construction Investment Joint Stock Company），EVNインターナショナ

ル社（EVN International Joint Stock Company）とバックハ・インベストメント社

（Bac Ha Investment Joint Stock Company）が，水力発電所建設に関する予備調査

を行うことでそれぞれラオス政府と合意している。同月，ロン・タイン・ゴルフ

クラブ・アンド・レジデンシャル・エステイト（Long Thanh Golf Club and

Residential Estate）が，首都ヴィエンチャンに１０億ド
ルでゴルフ場やホテル等を建

設することでラオス政府と合意した。また，９月には，ラオス国家地図局とベト

ナム地図測量局が天然資源調査における協力で合意しており，今後，ベトナム企

業がラオスの鉱物資源開発を優位に進める可能性が高まった。

安定する対中国関係

近年急速に深まった中国関係は，安定の域に達した。３月，中国を訪問したト

ーンシン国会議長は，温家宝中国総理と会談した際，ひとつの中国政策に対する

支持を伝えた。同月，第３回大メコン圏（GMS）首脳会議出席のため温家宝総理

が来訪し，ブアソーン首相と会談した。両首相は，日々発展する両国の友好協力

関係を高く評価した。また，ブアソーン首相は，改革開放や中国式社会主義建設

の成功について賞賛の意を表し，トーンシン議長に続きひとつの中国政策につい

て支持を表明した。中国は，ラオスに対し，無償融資と無利子融資をそれぞれ５０００

万元提供することで合意した。８月には，チュームマリー国家主席・党書記長が

北京オリンピック開会式出席のため，中国を訪問した。中国からは，１１月，張高

麗中国共産党中央政治局員・天津市党書記が来訪した。同氏の表敬訪問を受けた

チュームマリー国家主席・党書記長は，今回の訪問は「同じ理想を持つ」両党の

協力関係の促進に寄与すると評価した。１２月，賈慶林中国政治協商会議議長・党

中央政治局常務委員が来訪した。中国は，ルアンパバーン新国際空港建設支援や

１億ド
ルの特別融資等を行うことで合意した。賈慶林と会談したシーサワート国家

建設戦線議長は，今回の訪問は，社会主義の「同じ理想を持つ」両国家・党の伝

統的結束と協力の進展に寄与すると評価した。ラオスと中国が「同じ理想」を持

つことで，結びつきを強めていることがわかる。

転換期を迎えた経済開発
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経済関係も順調に推移した。２００８年，中国企業は最初の９カ月で約１億２０００万
ド
ルの投資を行った。１月に中国電子進出口総公司，１２月に中国国際水電公司が，

水力発電所建設に関する予備調査を行うことでラオス政府と合意している。１２月，

雲南省商工会議所が首都ヴィエンチャンに事務所を開設した。ラオスで活動する

中国企業の約８０％が雲南省の企業であり，今後も同省からの投資が期待される。

例年どおりの対タイ関係

２月，サマック・タイ首相が来訪した。ブアソーン首相との会談では，両国関

係は発展段階にあり，今後も友好協力関係を促進させることで合意した。また，

両首脳はタイに不法入国したモン族の帰還問題についても協議し，今後も問題解

決に向け継続して協議を行うことで合意した。２００８年には，モン族不法移民の帰

還事業は９回行われ，約１７００人がタイから帰還している。

経済協力関係は，タイ政府がパクセー国際空港の改修に３２００万バー
ツ ，第２５回東南

アジア競技会開催支援に９０００万バー
ツ ，小学校建設に２００万バー

ツ を提供することで合意

した。貿易関係は，２００８年最初の１０カ月で，対タイ輸出が約５億５７８０万ド
ル，対タ

イ輸入が１５億ド
ルとなっている。

関係構築が進む対インド関係

８月，チュームマリー国家主席・党書記長が，ラオスの国家主席として初めて

インドを訪問した。インドはラオスに対し，人材育成，社会・文化，経済，貿易，

投資分野での協力を約束した。とくに投資について，インド企業によるラオスへ

の投資を促すため，ラオスに進出した自国企業に対して輸入関税を免除するとし

た。ラオス側は，インド企業に対して便宜を図ることを約束した。１１月，首都ヴ

ィエンチャンにおいて，第１回インド貿易・技術展示会が開催された。ゴール在

ラオス・インド大使によると，インドはラオスの経済成長に注目しており，とく

に，鉱物資源採掘と水力発電所開発に興味を示しているという。一方，ラオスに

とって，インドとの関係構築は，外国投資の拡大と経済協力の獲得という利点が

ある。今後の両国関係の進展が注目される。

２００９年の課題

政府はこれまで，「２０２０年の最貧国脱却」という目標を達成するため，天然資

源に依存した経済開発を行ってきた。これは，「ラオスには豊富な資源と土地が

２００８年のラオス
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ある」との数十年来の考えにもとづいている。このような考えから，製造業の育

成が必要と認識しつつも，最終的には天然資源に依存してきたのである。ただ，

価格の下落により，政府も天然資源に依存することの危険性を認識し始め，チュ

ームマリー国家主席・党書記長も開発戦略の見直しについて言及した。当面は，

鉱物資源を中心とした天然資源開発に依存せざるをえないが，これまでの開発戦

略を見直す時期に差し掛かっている。とくに２００９年は，第９回党大会（２０１１年開

催予定）の準備が本格化する年である。開発戦略を見直す絶好の機会といえる。

政治では，県議会設立を含めた地方行政改革が課題である。現在議論されてい

る県議会設立が実現すれば，県知事の地位や地方党組織との関係見直しが課題と

なる。そして，地方行政改革が，中央にどのような影響を及ぼすのかも注目され

る。また，第９回党大会を控え，主要幹部の人事異動が行われる可能性もある。

外交では，ベトナムと中国の間でバランスをどうとるかが引き続き課題である。

これまでとくに問題は起きてないが，２００８年にベトナム企業によるラオスへの投

資が増大し，経済関係が深化したことは，ラオスと中国の関係が深まるなかで，

ベトナムが巻き返しを図ったとも受け取れる。両国がお互いの動向とともに，ラ

オス政府の「態度」を注視していることは間違いない。

（地域研究センター）

転換期を迎えた経済開発
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１月３日

▲

計画・投資委員会，計画・投資省

に改称。

５日

▲

ラオ航空，ルアンパバーン＝昆明路

線の就航を発表。

６日

▲

第３０回ラオス・ベトナム協力委員会，

開催。グエン・シン・フン・ベトナム常任副

首相が参加。

２８日

▲

中国電子進出口総公司，ナムグム川

下流の水力発電所建設に関する予備調査を行

うことでラオス政府と合意。

２月１１日

▲

政府，タートルアン湿地帯への新

都市開発に関する記者会見開催。中国人移民

受け入れのための「チャイナタウン」ではな

いと公式に否定。

１４日

▲

トーンルン副首相・外務大臣，中国

を訪問（～１６日）。

１７日

▲

ドゥアンチャイ副首相・国防大臣，

ベトナムを訪問。ベトナム国防省との協力強

化で合意。

２０日

▲

月例閣僚会議，開催（～２１日）。チュ

ームマリー国家主席が参加し，国民の収入向

上につながる開発が必要と訴える。

２４日
▲

マレーシア企業パシフィカ・ストリ

ームス・ディベロップメント社（Pacifica

Streams Development Sdh Bhd），サワン・セ

ノー特別経済区サイト Cを開発することで

ラオス政府と合意。

２８日

▲

モン族不法移民１１人がタイから帰還。

２９日

▲

サマック・タイ首相，来訪（～３月

１日）。

３月２４日

▲

トーンシン国会議長，中国を訪問

（～３０日）。温家宝中国総理と会談した際，ひ

とつの中国政策について支持を表明。

２９日

▲

温家宝総理，第３回大メコン圏

（GMS）首脳会議出席のため来訪（～３１日）。

４月２日

▲

タイ企業チャルーン・エネルギ

ー・ア ン ド・ウ ォ ー タ ー・ア ジ ア 社

（Charoen Energy and Water Asia Co., Ltd），

チャンパーサック県サナソムブーン郡の水力

発電所建設に関する予備調査を行うことでラ

オス政府と合意。

▲

ベトナム機械設備総公司（LILAMA），セ

ーバンヒアン川支流への水力発電所建設に関

する予備調査を行うことでサワンナケート県

と合意。

７日

▲

タイ企業ハイドロ・エンジニアリン

グ社（Hydro Engineering Co., Ltd），ヴィエン

チャン県のナムリーク１水力発電所建設に関

してラオス政府と合意。

９日

▲

中国雲南省企業ピュア・シティー・

フォレストリー・インダストリー・アソシエ

ーション（Pure City Forestry Industry

Association）代表，チャンパーサック県を訪

問。県副知事に対し同県で家具加工工場や松

樹液蒸留工場建設，また，ゴム栽培とゴム加

工工場建設への関心を伝える。

１０日

▲

モン族不法移民６７人がタイから帰還。

５月８日

▲

ラオス・ベトナム貿易センター

（ノーンチャン・ショッピングモール）起工式，

開催。総工費は１１７０万ド
ル。

９日

▲

オーストラリア企業プービア・マイ

ニング社，ヴィエンチャン県サイソンブーン

郡の銅精錬工場の操業を開始。

１２日

▲

第８期党中央執行委員会第６回総会，

開催（～１７日）。石油価格や食糧価格の高騰に

よる経済への影響等を討議。

２１日

▲

チュームマリー国家主席，日本を訪

問（～２４日）。

３０日

▲

モン族不法移民５６人がタイから帰還。

６月２日

▲

ヴィエンチャン・バス協会，政府

の許可を待たずにヴィエンチャン＝ルアンパ

バーンのバス運賃引き上げを発表。VIPバス

重要日誌 ラオス ２００８年
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は１１万５０００キープ から１３万５０００キープ に，エアコンバ

スは１１万キー
プ から１２万キー

プ に引き上げられる（日

付は Vientiane Times 紙掲載日）。

４日

▲

ファム・ザー・キエム・ベトナム副

首相・外務大臣，来訪（～７日）。

６日

▲

５月末にベトナム・ザーライ省代表

団がチャンパーサック県を訪問し，県知事と

会談。その際，省内企業が同県で１万ヘクタ

ールのゴム栽培投資に関心を示していると知

事に伝える。知事は，１万ヘクタールの許可

を出すことは難しいと回答（日付は Pasason

紙掲載日）。

１８日

▲

ブアソーン首相，韓国を訪問（～２１

日）。韓国企業１７社と会談。

２１日

▲

ベトナム企業ホアン・アイン・ザー

ライ社（Hoang Anh Gia Lai），第２５回東南ア

ジア競技会選手村建設に１９００万ド
ルの融資を行

うことでラオス政府と合意。

２２日

▲

モン族不法移民８３７人がタイから帰

還。

７月７日

▲

ラオス銀行，タイ証券取引所と協

力に関する覚書を締結。

▲

第６期第５回国会，開催（～２６日）。メデ

ィア法，手工業法，畜産・獣医法，裁判所判

決執行法改正案，家族法改正案を可決。

８日

▲

韓 国 企 業 ブ ー ヨ ン 社（Booyong

Company），小学校建設費用約２８０万ド
ルをラ

オス政府に提供。

１０日

▲

モン族不法移民３９１人がタイから帰

還。

２１日

▲

グエン・シン・フン・ベトナム常任

副首相，サワンナケート県と南部諸県を訪問

（～２４日）。

２４日

▲

ボーサイカム・エネルギー・鉱業大

臣，死去。享年６０歳。

８月３日

▲

日・ラオス投資協定，発効。

６日

▲

G&Bグループを中心とする韓国企

業代表団，鉱物資源投資を目的にボケオ県を

訪問。コンピュータとプリンターそれぞれ２０

台を県に提供。

７日

▲

チュームマリー国家主席，北京オリ

ンピック開会式参加のため，中国を訪問。胡

錦濤国家主席と会談。

１２日

▲

ラオス・ベトナム投資家会議，首都

ヴィエンチャンで開催。

２７日
▲

チュームマリー国家主席，インドを

訪問（～３０日）。

２９日

▲

モン族不法移民１１９人がタイから帰

還。

９月５日

▲

ベトナム化学総公司（ビナケム）の

全額出資子会社，ベトラオ化学・岩塩社設立。

６日

▲

ベトナム外務省代表団，東西回廊視

察のためサワンナケート県を訪問。

９日

▲

ヌーハック元国家主席，死去。享年

９８歳。

２１日

▲

SLACO 社（Sino Lao Aluminium

Corporation Ltd），ボーキサイト採掘と加工

工場建設についてラオス政府と合意。投資額

は４０億ド
ル。

２２日

▲

ブントーン書記局・党組織委員会委

員長，ベトナムを訪問。

２３日

▲

国家地図局とベトナム地図測量局，

天然資源調査や地図測量に関する協力で合意。

１０月１８日

▲

カムウアン首相府大臣・国家土地

管理機構長，中国を訪問（～２５日）。

２０日

▲

ブンニャン国家副主席，第５回中国

＝ASEAN EXPO出席のため，中国を訪問（～

２５日）。

▲

ラオス企業ニューセンチュリーグループ

と韓国企業 KPL（Korea Development Co., Ltd.

in Laos），ルアンパバーン県チョームペット

郡に３０００ヘクタールの新都市を建設すること

で合意。投資総額は２０億ド
ル（日付は Pathet Lao

紙掲載日）。

２００８年 重要日誌
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２１日

▲

カムプイ元政治局員，死去。享年７８歳。

３１日

▲

モン族不法移民３３人がタイから帰還。

１１月３日

▲

ソムチャイ・タイ首相，来訪。

４日

▲

首相，倹約と反浪費に関する首相指

導命令第２５号を公布し，公用車の使用方法や

地方出張等における費用の節約を指示。

６日

▲

ソムバット首都ヴィエンチャン党執

行委員会書記，新都知事に就任。

１０日

▲

第８期党中央執行委員会第７回総会，

開催（～１５日）。文化・社会分野について集中

的に討議。

１３日

▲

張高麗中国共産党中央政治局員・天

津市党書記，来訪（～１５日）。

２０日

▲

モン族不法移民１０３人がタイから帰還。

２４日

▲

フン・セン・カンボジア首相，来訪

（～２５日）。

▲

第６期第６回国会，開催（～１２月９日）。

民族呼称と数を承認し，出版法，植物保護法，

電力法改正案，鉱物資源法改正案，契約上・

契約外の義務に関する法改正案，遺産相続法

改正案を可決。また，洪水被害対策のための

予算修正案も可決。

２６日
▲

第５回カンボジア・ラオス・ベトナ

ム（CLV）３カ国首脳会議，首都ヴィエンチャ

ンで開催。ベトナムからはズン首相，カンボ

ジアからはフン・セン首相が参加。

２９日

▲

シンラウォン元ヴィエンチャン都知

事，計画・投資大臣に就任。

１２月１日

▲

賈慶林中国政治協商会議議長・中

央政治局常務委員，来訪（～２日）。

５日

▲

スリウォン元計画・投資大臣，エネ

ルギー・鉱業大臣に就任。

▲

韓 国 企 業 ブ ー ヨ ン 社（Booyong

Company），ヴィエンチャン新国際空港建設

に関する予備調査を行うことでラオス政府と

合意。

１１日

▲

ベトナム企業ホアン・アイン・ザー

ライ社，ゴム栽培・加工工場建設でラオス政

府と合意。

１４日

▲

第１回インド貿易・技術展示会，首

都ヴィエンチャンで開催。

２２日
▲

モン族不法移民５８人がタイから帰還。

２４日
▲

雲南省商工会議所，ヴィエンチャン

事務所を開設。ラオスで活動する雲南省企業

２３４社のうち，７４社が加盟（日付は Vientiane

Times 紙掲載日）。

２６日

▲

ベトナム企業ロン・タイン・ゴルフ

クラブ・アンド・レジデンシャル・エステイ

ト（Long Thanh Golf Club and Residential

Estate），首都ヴィエンチャンにゴルフ場や

ホテル等を建設することでラオス政府と合意。

投資額は１０億ド
ル。

３０日

▲

中国国際水電公司，シェンクアン県

第２ナムギエップ水力発電所建設に関する予

備調査を行うことでラオス政府と合意。

▲

ベトナム企業リンリン JFC電気工事社

（Linh Linh JFC Electrical Construction

Investment Joint Stock Company），フアパン

県の３つの水力発電所建設に関する予備調査

を行うことでラオス政府と合意。

▲

ベトナム企業 EVNインターナショナル

（EVN International Joint Stock Company）と

バックハ・インベストメント（Bac Ha

Investment Joint Stock Company），フアパン

県エート郡の水力発電所建設に関する予備調

査を行うことでラオス政府と合意。

ラオス
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計画・投資省

国会（国民議会）

常務委員会

国防省

公安省

外務省

財政省

農林省

情報・文化省

公共事業・
運輸省　　

首相府

労働・社会福祉省

工業・商業省

エネルギー・鉱業省

法務省

教育省

保健省

ラオス銀行

国防・安全保障委員会

文化・社会委員会

法務委員会

計画経済・財政委員会

諸民族委員会

外務委員会

国会事務局

最高人民裁判所
地域上告裁判所
県人民裁判所

首都ヴィエンチャン人民裁判所
郡人民裁判所
軍事裁判所

最高人民検察院
地域上告検察院
県人民検察院

首都ヴィエンチャン人民検察院
郡人民検察院
軍事検察院

国家主席（大統領）

政　府

首　相
副首相

◯１ 国家機構図（２００８年１２月末現在）

◯２ 政府主要人名簿（２００８年１２月末現在）
国家主席（大統領） Choummaly Saynyasone

国家副主席（副大統領）Bounnyang Vorachith

国民議会（国会）議長

Thongsing Thammavong

内閣

首 相 Bouasone Bouphavanh

副首相 Asang Laoly

副首相兼外相 Thongloun Sisoulith

副首相兼国防相 Douangchay Phichit

副首相（政府常任） Somsavat Lengsavad

公安相 Thongban Sengaphone

労働・社会福祉相 Onchanh Thammavong＊

財政相 Somdy Duangdy

情報・文化相 Mounkeo Olaboun

法務相 Chaleun Yiapaoher

計画・投資相 Sinlavong Khutphaythune

保健相 Ponemek Dalaloy

教育相 Somkot Mangnomek

工業・商業相 Nam Vinyaketh

内閣官房大臣 Cheuang Sombounkhane

エネルギー・鉱業相 Soulivong Daravong

公共事業・運輸相 Sommath Pholsena

農林相 Sitaheng Latsaphon

国家主席府相 Soubanh Srithirath

参考資料 ラオス ２００８年
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首相府相 Bountiem Phitsamay

（科学・技術機構長）

Kham Ouane Boupha

（国家土地管理機構長）

Onneua Phommachanh

（国家農村開発・貧困削減委員会委員長）

Saisenglee Tengbliavue

（国家国営企業改革委員会委員長）

Somphong Mongkhonvilay

（国家観光機構長）

Bounpheng Mounphosay＊

（行政・公務員管理庁長官）

Bouasy Lovansay

（国家会計監査機構長）

Khempheng Pholsena＊

（水資源・環境機構長）

Phouthong Seng－arkhom

（国家スポーツ委員会委員長）

Duangsavath Souphanouvong

（政府・国会調整担当）

Khamlouat Sitlakone

（国家郵便・通信機構長）

ラオス銀行総裁 Phouphet Khamphounvong

◯３ ラオス人民革命党政治局員
Choummaly Saynyasone

（党書記長，国家主席）

Samane Vinyaketh

（政治思想・理論・文化業務担当）

Thongsing Thammavong （国会議長）

Bounnyang Vorachit （国家副主席）

Sisavath Keobounphanh（国家建設戦線議長）

Asang Laoly （副首相）

Bouasone Bouphavanh （首相）

Thongloun Sisoulith （副首相兼外相）

Douangchay Phichit （副首相兼国防相）

Somsavat Lengsavad （副首相、政府常任）

Pany Yathotou＊ （国会副議長）

◯４ 国民議会（国会）
議 長 Thongsing Thammavong

副議長 Pany Yathotou＊

Saysomphone Phomvihane

常務委員会 Thongsing Thammavong

Pany Yathotou＊

Saysomphone Phomvihane

Kenyoun Nhotsayviboun

Khamsing Saynyakone

Duangdy Outhachak

Thongphonh Chanthalanonh＊

Khamveo Sikhotchounlamany

Thongteun Sayasene

国会分科委員会委員長：

外 務 Saysomphone Phomvihane

諸民族 Thongphonh Chanthalanonh＊

計画経済・財政 Khamsing Saynyakone

文化・社会 Duangdy Outhachak

国防・安全保障

Khamveo Sikhotchounlamany

法 務 Kenyoun Nhotsayviboun

国会事務局 Thongteun Sayasene

◯５ 司法機構
最高人民裁判所長官 Khammy Saynyavong

最高人民検察院院長

Somphan Phengkhammy

（注） ＊は女性。

ラオス
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主要統計 ラオス ２００８年

１ 基礎統計

２００３ ２００４ ２００５ ２００６ ２００７
人 口（年央，１，０００人）
為替レート（１ドル＝キープ）

５，６７９
１０，４６７．０

５，８３６
１０，３７６．５

５，６２１
１０，７４３．０

５，７４８
１０，２１０．４

５，８７３１）

９，３４６．０
（注） １）推計値。
（出所） 人口については Committee for Planning and Investment, National Statistical Centre, Statistics

１９７５―２００５, Statistical Yearbook ２００６, Statistical Yearbook ２００７。為替レートは International
Financial Statistics，２００８年１２月号。

２ GDP成長率と物価 （％）

２００３ ２００４ ２００５ ２００６ ２００７
実 質 Ｇ Ｄ Ｐ 成 長 率
農 業
工 業
サ ー ビ ス
消 費 者 物 価 上 昇 率

５．８
２．２
１１．５
７．２
１５．５

６．９
３．５
１２．５
７．５
１０．５

７．３
２．５
１５．９
６．７
７．２

８．３
２．９
１７．１
７．４
６．９

８．０
２．７
１４．０
７．２
４．５

（出所） ADB, Asian Development Outlook２００８.

３ 産業別国内総生産（実質：２００２年価格） （単位：１００万キープ）

２００６ ２００７
農 業 ・ 林 業 ・ 水 産 業
農 業 ・ 林 業
農 業
林 業
水 産 業
工 業
鉱 業 ・ 採 石
製 造 業
電 気 ・ 水 道
建 設
貿易・サービス・修繕業
卸 ・ 小 売 ・ 修 繕 業
ホ テ ル ・ レ ス ト ラ ン
運 輸 ・ 通 信 ・ 郵 政
金 融 サ ー ビ ス
不動産・ビジネスサービス
地域・社会・個人サービス
家 庭 内 雇 用
行 政 サ ー ビ ス
税 ・ 輸 入 関 税

７，１８１，９１５
６，３２０，０４７
５，５７８，１２１
７４１，９２６
８６１，８６８

５，５５０，９４３
１，８９８，３１０
１，９５５，９１８
９７１，４２５
７２５，２９０

７，２３６，０７３
４，２８３，２２３
１７８，２１１
８８８，９９６
１３，１６７
７８５，３６５
２７２，７３７
１７７，１６１
６３７，２０４

１，２９５，４４８

７，６２７，１３２
６，７３９，６７３
５，７４１，７８３
９９７，８９０
８８７，４５９

５，９０９，２４６
１，８３９，８６１
２，２３１，３６１
９３２，４７１
９０５，５５３

８，０３６，７７４
４，８０９，５３１
２２４，５３３

１，００１，４１６
－３，２８６
８７０，１２０
２９４，６３５
１９８，５６３
６４１，２６１

１，３７１，２５２
国 内 総 生 産（GDP） ２１，２６４，３８０ ２２，９４４，４０４
（注） ラオス計画・投資省統計局は２００７年にベース価格と項目を変更したため，同局発表の２年分の

み掲載。
（出所） Committee for Planning and Investment, Naitonal Statistical Centre, Statistical Yearbook２００７.
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４ 主要農作物生産高 （単位：１，０００トン）

２００３ ２００４ ２００５ ２００６ ２００７
コ メ
ト ウ モ ロ コ シ
イ モ 類
野 菜 ・ 豆 類
大 豆
落 花 生
煙 草

綿
さ と う き び
コ ー ヒ ー

茶

２，３７５．１
１４３．２
１５０．４
６６２．７
７．８
１６．０
２５．７
１．８

３０８．４
２２．２
０．０７

２，５２９．０
２０３．５
１７５．２
６７０．５
４．７
１２．４
３３．０
２．２

２２３．３
２３．１
０．３

２，５６８．０
３７２．６
１８１．２
７４４．５
１１．１
３０．０
２８．１
２．０

１９６．１
２５．０
０．３

２，６６３．７
４５０．０
２８４．２
６６２．６
１２．０
２７．６
２４．７
２．４

２１７．０
２５．３
０．６

２，７１０．１
６９０．８
３５９．９
７３４．４
１０．５
３５．１
４１．５
２．７

３２３．９
３３．２
１．０

（出所） Committee for Planning and Investment, Naitonal Statistical Centre, Statistics １９７５―２００５,
Statistical Yearbook２００６,２００７.

５ 主要品目別貿易
◯１ 輸出 （単位：ドル）

２００３／２００４ ２００４／２００５ ２００５／２００６ ２００６／２００７ ２００７／２００８
木 材 と 木 製 品
コ ー ヒ ー 豆
そ の 他 の 農 産 物
そ の 他 の 林 産 品
鉱 物
工 芸 品
縫 製 品
電 力
そ の 他

７２，４１４，０６７
１３，０２１，１７２
１７，２１８，４１５
３，３６８，６８４
６７，４３５，５２８
１，９８７，０１０
９９，１３４，３８５
８６，２９５，８５７
１３，４４４，８８２

７４，０９９，９７３
９，５９９，３２７
２２，７５３，２３４
３，９０７，７４３

１２８，３５３，４０１
２，７５６，６３５

１０７，５８２，４７１
９４，６２９，９９７
１１，９４１，８３２

９６，６６０，０５７
９，７１２，５５８
３３，３８８，４６９
５，８９５，９４６

４８５，６３２，４８６
１，１２５，５３４

１２６，１６９，１７６
１０１，１９０，２８１
１８，２３４，０４１

７２，５２９，４３２
２１，９３８，３９９１）

３４，１２５，１２８１）

４，４９５，１８８
５４５，８３０，９０４
４６４，２５１

１３２，１８６，６６４
７２，１１０，２８３
２７６，６６６，４５４

５９，３２８，２７１
１５，４２８，３３３
４４，８６２，７９２
３，３６３，１２１

７７４，２３９，１８１
３４０，１１８

２５５，０１１，２８７
９７，１３３，７４５
５７，７５２，７０４

◯２ 輸入 （単位：ドル）

２００３／２００４ ２００４／２００５ ２００５／２００６ ２００６／２００７ ２００７／２００８
農 業 の 中 間 財
食 料 品
衣 類 ， 日 用 品
電 化 製 品 お よ び 部 品
建 材
燃 料
輸 送 機 器 お よ び 部 品
電 力
縫 製 の 原 料
非 正 規 貿 易
そ の 他
資 本 財

１０，６７７，７０３
１８，５５６，７６１
１５，９３１，２２４
３，８８７，５３２
２４，５９８，９５９
１０１，００９，６３９
３５，８００，０００
９，７４５，３６０
８３，２７２，８８３
１９，５０３，０６８
３，６８２，６００

１９３，２９１，７０１

１０，８０４，２２９
２０，７０７，２５９
２１，１１３，９１５
７，４０４，８６０
２２，８９７，２０６
１４８，０００，０００
２０，１０７，０７９
１９，９００，５５０
７２，２２８，９４９
４，６９０，０００
６，４０５，７６３

１７５，３４９，４９２

１９，４１６，７４９
２３，９３７，３２５
２６，０９６，３６５
９，７８７，２２０
２６，３１３，１４８
１９４，２３３，１３７
３２，７０２，８６７
１２，９９７，７８０
９８，６５２，１６９
３，３９９，２４６
７，５４４，７５１

３８０，３０７，８５３

１５，９２６，３９７
２７，８９５，７９１
２２，１７３，７６７
４，７９８，５９４
２２，０６３，７７７
２３５，４２８，２３０
４４，８７９，５８６
２０，１０１，１５９
６２，６８２，６５０

－
３１，３４８，３２５
２７８，４１０，２３５

１８，２９６，７９７
２５，３７２，７２６
１８，８３２，２３５
１０，８０７，７３０
３３，８５３，４９５
２９０，６８３，９８１
１３２，２６４，９４０
２０，４２５，６７７
１５２，１４５，７８４

－
９５，１５５，９０６
３２９，４０８，１５７

（注） １）２００６／２００７年度最初の９カ月の数値。
（出所） 工業・商業省（http : //www.moc.gov.la）。

ラオス
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６ 政府財政 （単位：１０億キープ）

２００３／０４ ２００４／０５ ２００５／０６ ２００６／０７ ２００７／０８１）

歳 入 ・ 贈 与
経 常 収 入
税 収 入
税 外 収 入
贈 与

３，１０４
２，８２２
２，３３７
４８４
２８３

３，８８６
３，３８７
２，８０３
５８４
４９９

４，９６２
４，２６６
３，６４１
６２５
６９６

６，０１５
５，３４１
４，７２１
６２０
６７４

６，３３１
５，７６２
４，９７０
７９２
５６９

歳 出
経 常 支 出
資 本 支 出 ・ 貸 付
総 合 収 支

３，９５３
１，８３８
１，６４６
－８４９

５，２０２
２，５１７
２，２６１
－１，３１６

６，２６２
３，１２４
２，５２９
－１，３００

７，０６６
３，５２６
２，８５６
－１，０５１

７，９７４
４，５６５
２，８２４
－１，６４３

資 金 調 達
国 内（純）
海 外（純）
誤 差／相 違

８４９
－７５
９２３
２３２

１，３１６
６２

１，２５４
７８

１，３００
－３６９
１，６７０
２６１

１，０５１
－４３３
１，４８４
９８

１，６４３
２７９

１，３６３
０

（注） １）予算値。
（出所） IMF, IMF Country Report No．０８／３４０,２００８．

７ 国際収支 （単位：１００万ドル）

２００３ ２００４ ２００５ ２００６ ２００７１）

貿 易 収 支
輸 出（fob）
輸 入（cif）
サ ー ビ ス（純）
所 得 収 支（純）
移 転 収 支（純）
経 常 収 支

－３６８
４１８
－７８６
９９

－１２１
６６

－３２４

－５２０
５３６

－１，０５６
１３２
－９７
６２

－４２３

－５８６
６８４

－１，２７０
１５８
－１４５
６２

－５１１

－４４６
１，１４３
－１，５８９
１５３
－２１８
１４４
－３６８

－９１１
１，２０３
－２，１１４
２５６
－１６５
１０４
－７１６

外 国 直 接 投 資
中 ・ 長 期 借 入
商 業 銀 行 対 外 資 産（純）
その他民間流入・誤差脱漏
資 本 収 支

９
１０１
－２０
２５２
３４２

３１５
８９
－３８
７６
４４１

２４７
１２５
１８
１３９
５３０

３３５
１３０
－７４
７７
４６７

７１０
１４９
－１３０
１９０
９１９

総 合 収 支 １８ １９ １９ １００ ２０３
（注） １）推計値。
（出所） 表６に同じ。

２００８年 主要統計

２５０
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